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(百万円未満切捨て)

１．令和４年７月期第２四半期の連結業績（令和３年８月１日～令和４年１月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

４年７月期第２四半期 10,955 △6.6 745 △18.4 796 △15.6 552 △16.9

３年７月期第２四半期 11,725 △4.8 913 65.0 943 63.0 664 110.0
(注) 包括利益 ４年７月期第２四半期 526百万円( △27.1％) ３年７月期第２四半期 721百万円( 112.8％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

４年７月期第２四半期 184.20 －

３年７月期第２四半期 221.62 －
(注)「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 令和２年３月31日)等を第１四半期連結会計期間の期首から適用して

おり、令和４年７月期第２四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

４年７月期第２四半期 12,423 2,870 23.0

３年７月期 9,387 2,397 25.2
(参考) 自己資本 ４年７月期第２四半期 2,858百万円 ３年７月期 2,366百万円

(注)１ 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 令和２年３月31日)等を第１四半期連結会計期間の期首から適用

　 しており、令和４年７月期第２四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

　 ２ 当第２四半期に新たに年賀状事業のための季節資金として、各金融機関との間での当座貸越契約に基づき、短期借入金

　 3,500百万円を計上しておりますが、第３四半期には返済する見込みです。

　　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

３年７月期 － 10.00 － 20.00 30.00

４年７月期 － 10.00

４年７月期(予想) － 10.00 20.00

(注)１ 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

２ 令和３年７月期期末配当の内訳 普通配当 10円00銭 創業50周年記念配当 10円00銭
　

３．令和４年７月期の連結業績予想（令和３年８月１日～令和４年７月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 16,300 0.9 250 △27.3 325 △20.9 210 △18.0 70.01
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) ４年７月期２Ｑ 3,060,110株 ３年７月期 3,060,110株

② 期末自己株式数 ４年７月期２Ｑ 60,677株 ３年７月期 60,677株

③ 期中平均株式数（四半期累計） ４年７月期２Ｑ 2,999,433株 ３年７月期２Ｑ 2,999,433株
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、令和
４年７月期の業績予想につきましては、令和３年９月11日付「令和３年７月期決算短信〔日本基準〕（連結）」にて
公表いたしました業績予想から変更はございません。
なお、当社グループの利益は、第１四半期連結会計期間が、年賀状印刷の資材・販売促進費等の選考支出により低

下、第２四半期連結会計期間が、年賀状印刷の集中及び商業印刷の年末商戦の折込広告の受注増により増加、第３四
半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間が、年賀状印刷の固定費のみが発生することにより低下するという季
節的変動があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(令和３年７月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和４年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,653,330 3,491,800

受取手形及び売掛金 1,326,992 2,362,716

商品及び製品 35,296 27,996

仕掛品 32,042 9,714

原材料及び貯蔵品 748,115 609,693

その他 90,381 501,482

貸倒引当金 △753 △1,087

流動資産合計 3,885,405 7,002,316

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,544,073 1,499,215

土地 1,167,329 1,167,329

その他（純額） 1,164,760 1,104,505

有形固定資産合計 3,876,164 3,771,049

無形固定資産

その他 302,427 300,198

無形固定資産合計 302,427 300,198

投資その他の資産

投資有価証券 815,544 837,499

関係会社株式 15,838 14,723

その他 543,323 538,003

貸倒引当金 △52,054 △41,771

投資その他の資産合計 1,322,651 1,348,455

固定資産合計 5,501,243 5,419,703

繰延資産

社債発行費 892 1,869

繰延資産合計 892 1,869

資産合計 9,387,542 12,423,890
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(単位：千円)

前連結会計年度
(令和３年７月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和４年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,091,475 1,398,590

短期借入金 1,100,000 3,200,000

1年内償還予定の社債 400,000 120,000

1年内返済予定の長期借入金 465,299 369,566

未払法人税等 78,382 295,639

賞与引当金 19,564 19,762

その他 804,987 1,217,131

流動負債合計 3,959,708 6,620,689

固定負債

社債 300,000 380,000

長期借入金 2,218,413 2,032,767

その他 511,751 519,928

固定負債合計 3,030,164 2,932,695

負債合計 6,989,873 9,553,385

純資産の部

株主資本

資本金 411,920 411,920

資本剰余金 481,185 481,185

利益剰余金 1,178,776 1,677,968

自己株式 △21,878 △21,878

株主資本合計 2,050,003 2,549,196

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 316,945 309,406

その他の包括利益累計額合計 316,945 309,406

非支配株主持分 30,719 11,902

純資産合計 2,397,668 2,870,505

負債純資産合計 9,387,542 12,423,890
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 令和２年８月１日
　至 令和３年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 令和３年８月１日
　至 令和４年１月31日)

売上高 11,725,919 10,955,999

売上原価 8,194,749 7,740,109

売上総利益 3,531,170 3,215,889

販売費及び一般管理費

運賃 942,023 783,516

給料及び手当 792,488 787,655

貸倒引当金繰入額 888 753

賞与引当金繰入額 11,033 14,581

その他 870,863 883,654

販売費及び一般管理費合計 2,617,297 2,470,160

営業利益 913,872 745,729

営業外収益

受取利息 115 125

受取配当金 3,913 4,220

受取賃貸料 12,725 11,601

作業くず売却益 4,491 4,379

受取手数料 13,431 19,456

助成金収入 6,786 11,163

貸倒引当金戻入額 6,021 17,284

その他 8,576 13,400

営業外収益合計 56,062 81,631

営業外費用

支払利息 24,187 23,912

その他 2,235 7,268

営業外費用合計 26,422 31,180

経常利益 943,512 796,180

特別損失

固定資産除却損 2,942 0

関係会社株式評価損 2,004 1,115

特別損失合計 4,946 1,115

税金等調整前四半期純利益 938,565 795,065

法人税、住民税及び事業税 257,149 275,255

法人税等調整額 16,670 △13,950

法人税等合計 273,819 261,305

四半期純利益 664,745 533,760

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △18,725

親会社株主に帰属する四半期純利益 664,745 552,485
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 令和２年８月１日
　至 令和３年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 令和３年８月１日
　至 令和４年１月31日)

四半期純利益 664,745 533,760

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 56,782 △7,539

その他の包括利益合計 56,782 △7,539

四半期包括利益 721,528 526,221

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 721,528 544,946

非支配株主に係る四半期包括利益 － △18,725
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 令和２年８月１日
　至 令和３年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 令和３年８月１日
　至 令和４年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 938,565 795,065

減価償却費 246,341 260,056

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,372 △9,949

賞与引当金の増減額（△は減少） 142 198

工場閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △72,000 －

受取利息及び受取配当金 △4,028 △4,346

支払利息 24,187 23,912

為替差損益（△は益） △0 41

固定資産除却損 2,942 0

関係会社株式評価損 2,004 1,115

売上債権の増減額（△は増加） △1,175,755 △1,038,446

棚卸資産の増減額（△は増加） 127,800 168,004

仕入債務の増減額（△は減少） 1,247,782 308,764

未払消費税等の増減額（△は減少） 344,091 41,337

その他 208,990 58,485

小計 1,884,691 604,238

利息及び配当金の受取額 3,958 4,352

利息の支払額 △23,600 △24,664

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 11,510 △64,946

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,876,560 518,978

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △95,636 △80,049

投資有価証券の取得による支出 △5,820 △29,201

投資有価証券の売却による収入 2,000 2,000

貸付けによる支出 △2,200 △200

貸付金の回収による収入 3,112 5,737

無形固定資産の取得による支出 △21,240 △91,739

差入保証金の差入による支出 △564 －

差入保証金の回収による収入 1,252 －

保険積立金の積立による支出 △523 △535

その他 2,991 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △116,629 △193,964

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,300,000 2,100,000

長期借入れによる収入 650,000 20,000

長期借入金の返済による支出 △305,139 △278,852

社債の発行による収入 － 98,679

社債の償還による支出 △600,000 △300,000

リース債務の返済による支出 △36,131 △54,648

配当金の支払額 △29,935 △59,844

財務活動によるキャッシュ・フロー 978,794 1,525,334

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △41

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,738,725 1,850,307

現金及び現金同等物の期首残高 1,602,659 1,653,330

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ △11,837

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,341,384 3,491,800
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、将来予想される返品については、従来、過去の返品実績等に基づき流動負債に「返品調整引当金」

を計上しておりましたが、変動対価に関する定めに従って、販売時に収益を認識しない方法に変更しております。

そのため、返品されると見込まれる製品についての売上高及び売上原価相当額を認識しない方法に変更しており、

返金負債を流動負債の「その他」及び返品資産を流動資産の「その他」に表示することとしております。この返品

に関する変動対価については通期を通して対価に反映されるものであり、通期を通した場合には影響はありませ

ん。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84号ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の売上高等への影響はありません。また、利益剰余

金の当期首残高への影響はありません。

　なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法に

より組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 令和２年

３月31日）第28-15項に定める経過的な取り扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じ

る収益の分解した情報を記載しておりません。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 令和元年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 令和元年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える

影響はありません。

　


